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Ⅰ．序

我が国の医療制度は大きな転換期に直面して

いる。人口減少社会において，高齢化率（６５歳

以上人口／全人口）の上昇が予測されている中，

これまで老齢世代と現役世代の助け合いの精神

の下で支えられてきた現行の「医療制度」は，

膨張する国民医療費の将来推計を前に，その持

続可能性に疑問が呈されている。このため，政

府は，経済財政諮問会議等を中心に，様々な医

療制度改革を検討し，その改革プログラムの実

施を予定している。

この医療制度改革における視点としては，①

医療給付費の抑制等に関するマクロ的視点，②

医療制度の質等に関するミクロ的視点，③医療

保険制度の受益と負担に関する視点等があるが，

このうち主要な問題として，医療保険制度にお

ける受益と負担の世代間格差の問題がある。た

とえば，鈴木（２００５）「現在の社会保障制度の

下における世代間受益と負担の見通し」（２００５

年８月「社会保障に関する研究会」報告書，財

務総合政策研究所）によると，現行の医療保険

制度においては，１９４０年生まれでは１４７９万円の

受取超過，１９７０年生まれで２９５万円の受取超過

となっているが，１９８５年生まれでは２２５万円の

支払超過，２００５年生まれでは５２５万円の支払超

要 約
我が国は既に人口減少社会に突入しているが，高齢化率（全人口に対する６５歳以上の高

齢者の割合）は，引き続き上昇していくことが予測されている。このため，これまで老齢

世代と現役世代の助け合いの精神の下で支えられてきた現行医療保険制度は，膨張する国

民医療費の将来推計を前にして，その持続可能性に疑問が呈されているとともに，賦課方

式である現行制度自体に内在している世代間格差の問題にも注目が高まっている。

そこで，本稿では，各世代の保険料率や自己負担率等を安定化し，世代間格差の改善を

図る観点から，既存研究である西村（１９９７）や鈴木（２０００）等の「医療保険の積立方式化」

の考え方を参考にしつつ，現行医療保険制度に，有限均衡方式タイプの世代間格差調整勘

定を付加するモデル（＝修正賦課方式）を構築しその実証分析を行うことで，その可能性

を模索している。実証分析の結果，実際の制度設計においては高齢化率の予測など種々の

留意点等があるものの，現行医療保険制度に世代間格差調整勘定を創設することによって，

世代間格差が改善される可能性が高いことが示された。
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過となることが試算されている。

また，「社会保障給付費の「伸び率管理」に

ついて」（２００５年２月１５日開催の経済財政諮問

会議・厚生労働省資料）によると，２００４年度（予

算ベース）において，高齢化率１９．４％の下，約

８６兆円（対 NI，７．２％）であった医療給付費は，

２０２５年度（見通し）で，高齢化率２８．７％の下，

約１５２兆円（対 NI，１１％）となると推計されて

いる。このため，医療制度改革においては，経

済財政諮問会議等を中心にして，医療給付費を

GDP等のマクロ指標と関連付けることが議論

される等，現役世代の負担等を軽減する観点か

ら，医療給付費のマクロ制御も主要な課題とな

っている。こうした影響もあって，「医療制度

構造改革試案」（２００５年１０月１９日開催の経済財

政諮問会議・厚生労働省資料）においては，医

療費の伸びの抑制と医療保険体系の見直しが大

きな柱となっている。しかし，高齢化率の上昇

とは関係なく，医療保険制度の対象範囲および

現役世代・老齢世代の保険料率や自己負担率等

が安定化しない限り，本質的には，医療保険制

度に関する世代間格差を改善することはできな

いのではないだろうか？

こうした状況の中，学会等においても，人口

減少社会において，持続可能な医療制度を構築

する観点から，医療制度改革が議論されている

ところである。そして，人口減少社会における

世代間格差と医療保険制度のあり方が一つの大

きな焦点となっている。この解決方法として，

たとえば，西村（１９９７）や鈴木（２０００）等は「医

療保険の積立方式化」を提示しているが，広井

（１９９７）等は，年金の純債務問題と同様，医療

保険の積立方式化においても「２重の負担問題」

が発生するとして，批判を展開している状況に

ある。このため，現在のところ，医療保険制度

に関する世代間格差を改善するためのその解決

の糸口は提示されていない状況にある。

また，現行の医療保険制度を見直しその対象

範囲をできる限り民間に委ねるならば，マクロ

的には世代間格差は改善する可能性が高い。し

かし，その代償として，ミクロ的には所得格差

に応じて，医療に関する受益の格差（すなわち

医療の不平等）が発生してしまう可能性が高い。

こうしたジレンマを抱えているものの，西村

（１９９７）や鈴木（２０００）等の提示する「医療保

険の積立方式化」の考え方も参考にしつつ，現

行の医療保険制度において，何らかの仕組みを

導入することで，人口減少社会におけるどの時

点においても，各世代の保険料率や自己負担率

等を安定化し，世代間格差を改善する仕組みを

構築できないものだろうか？

上記の問題意識に基づいて，本稿では，Ⅱ．

において，国民医療費に関する考察を行い，そ

の特徴を整理した上で，現行医療保険制度に関

する簡単な理論モデル（以下「現行モデル」と

いう）を構築し，人口減少社会におけるその分

析を行う。また，Ⅲ．においては，Ⅱ．の分析を

踏まえ，現役世代と老齢世代における世代間格

差を改善する観点から，人口減少社会における

高齢化率の上昇にも対応可能な，世代間格差改

善のための医療保険制度モデル（以下「新モデ

ル」という）の構築を行う。そして，Ⅳ．にお

いて，世代会計の観点から，現行モデルと比較

して，新モデルがどの程度世代間格差改善に寄

与するのか，その効果に関する実証分析とその

結果に関する考察を行う。なお，最後のⅤ．に

おいて，結論と今後の課題について考察を行う。

Ⅱ．国民医療費の特徴と現行医療保険制度

Ⅱ－１．人口減少社会と国民医療費

まず，図表１から図表４は，平成１７年２月１５

日開催の経済財政諮問会議・資料（厚生労働省

作成）であるが，この図表１および国立社会保
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障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口」

（２００３年推計）によると，日本の人口は，２００６

年にピークを迎え，２００７年には人口減少社会に

日本は突入すると予測されている１）。また，人

口減少社会では，若年層の減少によって高齢化

も急速に進み，高齢化率（６５歳以上人口／全人

口）は，２００３年の１９．０％から２０５０年時点で３５．９％

まで上昇することが予測されている。

ところで，人口減少社会における国民医療費

の見通しを考察する前に，これまでの医療給付

費２）はどう推移してきたのか考察してみたい。

図表２の「社会保障給付費の推移」によると，

１９７０年に２．１兆円であった医療給付費は，２００４

年時点（予算ベース）で２６．４兆円と，約１３倍と

なっている。また，対 NI（国民所得）比でみ

ると，１９７０年で３．４％，２００４年時点で７．２％とな

っていることから，約３０年間において年平均で

約０．１２ポイント（＝（７．２－３．４）÷３０年）増加

し，医療給付費は対 NIで約２倍となっている。

これと同時に，図表１をみると，この１９７０年

から２００４年までの期間において，高齢化率は一

貫して上昇していることから，医療給付費の膨

張には高齢化率が大きく関係している可能性が

高い。

この点を若干深く考察するため，２００３年度「国

民医療費の概況」（厚生労働省資料）をみる

と，２００３年度において，国民医療費の約半分

（５０．４％）がいわゆる老齢世代（６５歳以上）の

医療費に充当されている。また，図表３の「年

齢階級別一人あたり医療費」によると，老齢世

代（６５歳以上）の医療費の概ね半分以上は入院

によるものとなっている。しかも，図表４の「医

療機関における死亡割合の年次別推移」をみる

と，医療機関で死亡する者の割合は，老齢世代

も含めて，１９７０年代には約５０％であったのが

２００４年時点では８０％を超えるまでに至っている。

以上から，大雑把にいうならば，国民医療費

の約２５％は老齢世代の入院費であって，そのほ

とんどは老齢世代の終末医療等にかかる医療費

ということが推察できる。このため，当然であ

るが，高齢化率は医療給付費の膨張に大きく関

係している。

他方，図表５をみると，老齢世代の医療費は，

現役世代の概ね４～５倍となっている。これに

対し，老齢世代および現役世代の一人あたり医

療費は，その各々の一人あたり所得でみてどう

推移してきているのか，次に考察してみよう。

図表７は「平成１４年度 国民医療の概況」お

よび「平成１６年度 年金改正のポイント」等か

ら作成したものである。この図表において，１９７７

年から２００３年までの「６５歳以上の一人あたり一

般診療医療費」は⑨，「年金月額（新規裁定者

モデル）」は④，「直近現役男子の平均標準月額」

は⑤となっている。このとき，④を代用して，

１９７７年から２００３年における，老齢世代の一人あ

たり所得に対する「６５歳以上の一人あたり一般

診療医療費」を推計してみると，概ね１．９～２．０

（⑩）の範囲で安定的となっている。同様に，「平

成１４年度 国民医療の概況」における「一人あ

たり国民医療費（６５歳以上）」（①）および「一

人あたり国民医療費（６５歳未満）」（②）につい

ても，④および⑤を代用して，各世代の一人あ

たり所得に対する比率を推計してみると，概ね

２．４～２．５（⑧）および０．３３～０．３５（⑦）の範囲

で安定的となっている。すなわち，現役世代と

老齢世代の所得に関する代替率（⑥）は年金等

の制度によって安定的となっていることから，

各世代の一人あたり医療費は，その世代の一人

あたり所得でみて概ね安定的となっているとい

えよう。また，「一人あたり国民医療費（６５歳

１）２００５年１－６月期（厚生労働省，人口動態調査）によると，「インフルエンザの流行など特殊要因が絡ん
ではいるものの，日本の人口は，すでに前半期割れを起こしている」としており，人口減少社会への突入が
予測を上回るペースで早まる可能性も指摘されている。なお，２００５年国勢調査（速報値）によると，２００５年
に日本の人口は戦後初の減少となって，人口減少社会に突入した旨が指摘されている。

２）「医療給付費」とは，「公的医療保険から医療機関・薬局などに支払われる医療費」をいう。なお 「国民
医療費」とは，「医療給付費に患者の窓口負担などを加えたもの」をいう。
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以上）」（①）と「一人あたり国民医療費（６５歳

未満）」（②）の比率も，図表５と同様，概ね４．３

～４．７（③）の範囲で安定的となっているとい

えよう。なお，この特徴は，Ⅱ－２の現行モデ

ルの構築において利用する。

さて，人口減少社会における国民医療費の見

通しは，上記の経済財政諮問会議・資料による

と，２００４年から約２０年後の２０２５年には，対 NI

比で医療給付費は７．２％から１１％になると予測

されている。このため，対 NI比でみた医療給

付費は，これまで以上のスピード，すなわち年

平均で約０．１４ポイント（＝（１１－７．２）÷２０年）

ずつ増加していくことになる。これは，高齢化

率が２００５年の１９．７％（６５歳以上の老齢世代１人

に対して現役世代４人）から２０２５年時点には

２８．７％（６５歳以上の老齢世代１人に対して現役

世代２．５人）となると予測しているためである。

なお，図表６は，「日本の将来人口推計」（国

立社会保障・人口問題研究所）における「高齢

化率（６５歳以上人口／全人口）推計値」（中位

推計）をグラフ化したものである。この図表を

みると，団塊の世代が定年を迎える２００７年頃か

ら２０１５年において，高齢化率の伸びが急となっ

ていることが分かる。これが，対 NI比でみた

医療給付費がこれまで以上のスピードで増加し

ていく主な原因であると考えられる３）。そこで，

Ⅱ－２では，現行モデルの構築を行い，人口減

少社会におけるこの高齢化率の上昇が，現役世

代や老齢世代の医療保険料率や自己負担率にど

のような影響を及ぼすのか分析してみよう。

３）２００３年度「国民医療費の概況」においては，「国民医療費増加率の要因別内訳の年次推移」が掲載されて
いる。これによると，平成１４年度において，「国民医療費増加率（△０．５％）＝診療報酬改正及び薬価基準改
正による影響（△２．７％）＋人口増（０．１％）＋人口の高齢化（１．７％）＋その他（０．４％）」となっている。
また，平成１５年度においては，「国民医療費増加率（１．９％）＝診療報酬改正及び薬価基準改正による影響（－）
＋人口増（０．１％）＋人口の高齢化（１．６％）＋その他（０．２％）」となっている。このように，国民医療費増
加の要因は様々である可能性がある。しかし，たとえば，「その他」の要因としては，医療技術の進歩等が
考えられるが，その恩恵の多くは各世代の一人あたり医療費（特に老齢世代の一人あたり医療費）に影響を
与えている可能性が高い。このため，上記要因のうち「人口の高齢化」以外の要因については，各世代の一
人あたり医療費の変化として取扱うことも可能であろう。このため，本稿では，簡略化して，「国民医療費
増加率＝人口の高齢化＋現役世代の一人あたり医療費＋老齢世代の一人あたり医療費＋人口増」という要因
に分解して考察を行うこととする（Ⅱ－２参照）。なお，厳密には，「現役世代（老齢世代）の一人あたり医
療費増加率＝診療報酬改正及び薬価基準改正による影響＋その他」と再分解して詳細な考察を行うことも考
えられるが，本稿では，世代間格差の主因と想定される「人口の高齢化」に着目して分析を行いたい。
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図表１ わが国の人口推計

図表２ 社会保障給付費の推移
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図表３ 年齢階級別一人あたり医療費

図表４ 医療機関における死亡割合の年次別推移
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図表５ 年齢階級別一人当たり医療費，自己負担額及び保険料の比較（年額）

（資料）「日本の財政を考える」（平成１７年９月，財務省）

図表６ 高齢化率推計値（中位推計）
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Ⅱ－２．現行モデルの構築

この節では，前節において整理を行った国民

医療費の特徴を踏まえ，その理解を深める観点

から，現行医療保険制度に基づく単純な数理モ

デルを構築し，その分析を行ってみたい。

まず，モデル化の対象である経済は各時点 t

において，「現役世代」と「老齢世代」の２種

類の世代から構成され，老齢世代と現役世代の

人口サイズは!t：１－!tであるとする（ただし

０＜!t＜１）。また，議論を簡略化するため，各

世代とも，時点 t によらず，現役期間は N yで

（ただし，就労開始の平均年齢は N０で，就労平

図表７ 老齢世代の一人あたり所得に対する一般診療医療費の割合（１９７７年～２００３年）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

年

一人当た
り国民医
療 費（６５
歳以上）
（万円）

一人当た
り国民医
療 費（６５
歳未満）
（万円）

①／②

年金月額
（新規裁
定者モデ
ル ）（ 万
円）

直近現役
男子の平
均標準月
額（万円）

代 替 率
（④／⑤）

現役世代
（医療費／
所得＝②
／⑤×１２）

老齢世代
（医療費／
所得＝①
／④×１２）

一人当た
り一般診
療医療費
（６５歳 以
上 ）（ 万
円）

老齢世代
（一般診
療医療費
／所 得＝
⑨／④×
１２）

１９７７ １０．２ １５．６ ６５．１％ ２１９ １．８０

１９７８ １１．３ １７．１ ６６．１％ ２５１．７ １．８６

１９７９ １２．５ １８．６ ６６．９％ ２８３ １．８９

１９８０ １３．６ ２０．１ ６７．７％ ３０９．７ １．９０

１９８１ １４．４ ２１．２ ６８．１％ ３３４．９ １．９４

１９８２ １５．２ ２２．２ ６８．４％ ３５９．６ １．９７

１９８３ １６．０ ２３．３ ６８．７％ ３７４．３ １．９５

１９８４ １６．８ ２４．３ ６９．０％ ３９４ １．９５

１９８５ １７．６ ２５．４ ６９．３％ ４２１．７ ２．００

１９８６ １８．１ ２６．３ ６９．０％ ４４３．５ ２．０４

１９８７ １８．７ ２７．１ ６８．８％ ４６４．６ ２．０８

１９８８ １９．２ ２８．０ ６８．６％ ４７１．４ ２．０５

１９８９ １９．７ ２８．８ ６８．４％ ４８８．６ ２．０７

１９９０ ２０．４ ２９．８ ６８．３％ ４９９．６ ２．０４

１９９１ ２１．１ ３０．９ ６８．２％ ５０９．８ ２．０２

１９９２ ２１．７ ３１．９ ６８．１％ ５２４．９ ２．０１

１９９３ ２２．４ ３３．０ ６８．０％ ５３２．３ １．９８

１９９４ ２３．１ ３４．０ ６７．９％ ５４０．５ １．９５

１９９５ ２３．２ ３４．５ ６７．４％ ５４０．９ １．９４

１９９６ ２３．３ ３４．９ ６６．９％ ５５９．１ ２．００

１９９７ ６８１．９ １４６．５ ４．７ ２３．５ ３５．４ ６６．３％ ０．３５ ２．４２ ５５６．４ １．９８

１９９８ ６９８ １４６．３ ４．８ ２３．６ ３５．８ ６５．８％ ０．３４ ２．４７ ５６０．１ １．９８

１９９９ ７３０．７ １４６．５ ５．０ ２３．７ ３６．３ ６５．３％ ０．３４ ２．５７ ５７２．８ ２．０２

２０００ ６６２ １５０．３ ４．４ ２３．８ ３６．７ ６４．９％ ０．３４ ２．３２ ５４３．４ １．９０

２００１ ６７３．２ １５２．５ ４．４ ２３．７ ３７．４ ６３．４％ ０．３４ ２．３７ ５４５．４ １．９２

２００２ ６４５．６ １５２．９ ４．２ ２３．６ ３８．０ ６２．０％ ０．３４ ２．２８ ５１５．４ １．８２

２００３ ６５３．３ １５１．５ ４．３ ２３．４ ３８．７ ６０．６％ ０．３３ ２．３２ ５１７．５ １．８４

平均 ４．５ ６４．０％ ０．３４ ２．３９ １．９２

（資料）「平成１４年度 国民医療費」及び「平成１６年度 年金改正のポイント」等から作成。
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均期間は N y－N０），老齢期間は N oで，（N y＋

N o）歳で死亡するものとする。そして，時点 t

において，現役世代の一人あたり所得Wtに対

する老齢世代の所得代替率（年金相当）は$（た
だし$は定数で，０＜$＜１）であるとしよう。ま
た，各世代とも所得に応じて医療保険料（所得

税等を財源とする公費負担分を含む）を負担し，

各時点 t における医療費総額はその時点の医療

保険料と自己負担で賄うが，老齢世代の一人あ

たり医療費 Pt
oは現役世代の一人あたり医療費

Pt
yの%倍（ただし%は定数で，%＞１）であると
する。なお，時点 t における現役世代の医療保

険料率を"t
y，老齢世代の保険料を"t

o （＝&"t
y）

（ただし&は定数で，０＜&＜１）とするとともに，
現役世代の自己負担率を!y，老齢世代の自己

負担率を!o（＝#!y）（ただし#は定数で，０＜#
＜１）とする。以上で準備が整ったので，モデ

ルを構築しよう。

まず，各時点 t における医療費総額はその時

点の保険料総額（公費負担分を含む）と自己負

担総額で賄うことから，以下の式が成り立つ。

医療費総額＝医療保険料総額＋自己負担総額

（１）

ただし，医療費総額＝［!t Pt
o＋（１－!t）Pt

y］

×全人口 t

＝［１＋（%－１）!t］Pt
y×

全人口 t

保険料総額＝〔!t
$Wt
"

t
o＋（１－!t）Wt

"
t
y〕

×全人口 t

＝［１－（１－$&）!t］Wt
"

t
y×

全人口 t

自己負担総額＝［!o!
t Pt

o＋!y（１－!t）

Pt
y］×全人口 t

＝!y［１＋（%#－１）!t］Pt
y

×全人口 t

このとき，各時点 t における現役世代の医療

保険料率は，"
t
y＝（１－!y）［１＋（%（１－#!y）／（１－!y）－１）!t］

／［１－（１－$&）!t］Pt
y／Wt

≒（１－!y）［１＋（%（１－#!y）／（１－!y）－$&）!t］

Pt
y／Wt （２）

と求めることができる。

この（２）式においては，まず，%（１－#!y）／（１

－!y）－$&＞０であるとともに，前節の考察か
ら「現役世代の一人あたり医療費 Pt

y／一人あ

たり所得Wt」は概ね安定的であると予測でき

る４）ので，人口減少によって高齢化率!tが上昇

すると，現役世代の自己負担率!yが一定の場

合，その分だけ現役世代の医療保険料率"t
yが

４）Ⅱ－１での考察のほか，現役世代の一人あたり医療費／一人あたり所得（Pt
y／Wt）の安定性と（１）式の妥当

性を検証するため，「平成１４年度 国民医療費の概況」等に基づき，１９７５年から２００３年までの国民医療費，
全人口，高齢化率，および「毎月勤労統計調査特別調査（厚生労働省）」の「「現金給与総額（調査産業計）」
×１２ヶ月＋特別に支払われた給与及び夏季・年末賞与（調査産業計）」（事業規模３０名以上）をWtに代用し
て，AR（１）で，医療費総額／（全人口 t×Wt）＝［１＋（%－１）!t］Pt

y／Wtの推計を実施してみると，その結果は以下
の通りである。このことから，このWtのデータは事業者負担分を含めたものでないこと等から一定の留意
が必要であるが，Pt

y／Wtの安定性と（１）式の妥当性は高いといえよう。

医療費総額／（全人口 t×Wt）＝［１＋（%－１）!t］Pt
y ／Wtの推計結果

変数 係数

高齢化率! ０．３０５（３０．５４）※

定数項 ０．０１５（１０．７７）※

AR（１）項 ０．５４３（３．５４４）※

決定係数（R２） ０．９９０００１

修正決定係数（R２） ０．９８９２０１

（ ）内は t 値，※は１％有意水準であることを示す。
t 値は Newey−West HAC Standard Errors & Covarianceを用いて算出
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上昇していくことを意味する。すなわち，ライ

フサイクルベースで前世代（高齢世代）と比較

すると，時点 t の進展に応じ，次世代（現役世

代）の医療にかかる負担は増加していくことに

なる。他方，（２）式において，現役世代の医療保

険料"t
yを一定に抑制する場合は，高齢化率の

上昇に合わせ，現役世代の自己負担率!yを高

めていくしかない。しかし，この場合も結局，

ライフサイクルベースで前世代と比較すると，

時点 t の進展に応じ，自己負担率の上昇という

かたちで，次世代の医療にかかる負担は増加し

ていくことになる。

したがって，人口減少社会においては高齢化

率の上昇は避けられない事実と考えられるが，

この高齢化率が上昇する限りは，現行の医療保

険制度は，時点の進展とともに，現役世代の負

担を高めていってしまうことになると考えられ

る。

Ⅲ．新モデル構築
―世代間格差改善のための医療保険制度モデル私案―

さて，Ⅱ．でも述べたが，人口減少社会にお

いて，高齢化率!tが上昇することは避けられ

ない事実であると考えられる。このため，現役

世代の負担を抑制するためには，一人あたり医

療費の高い老齢世代と遮断するという考え方が

ある。この考え方は，いわゆる「独立方式」と

呼ばれているもので，すべての老齢世代を対象

として，各医療保険から独立した老齢世代向け

の医療保険を設けるというものである。

そこで，この章では，西村（１９９７）や鈴木（２０００）

等の提示している「医療保険の積立方式化」も

参考にしつつ，この独立方式の考え方をベース

にした一つのモデル，新モデルの構築を行って

みたい。

まず，基本的セッティングは現行モデルと同

様，時点 t において，老齢世代と現役世代が負

担している医療保険料率を"t
oと"t

y，自己負担

率を!oと!yとするが，老齢世代と現役世代の

保険料格差を一定のリスク調整プレミアム τで
調整を行うものとする。

すると，各時点 t における各世代内の医療費

は，その時点の各世代内における医療保険料額

と自己負担額のほか，リスク調整プレミアムに

よるリスク調整額で賄うことから，以下の式が

成り立つ。

老齢世代 （１－!o）!t Pt
o

＝!t
#Wt
"

t
o ＋%（１－!t）Wt （３）

現役世代 （１－!y）（１－!t）Pt
y

＝（１－!t）Wt（"t
y－%） （４）

すなわち，各時点 tにおける各世代の医療保険

料率は，"
t
o＝（１－!o）$Pt

y／#Wt－（１／!t－１）%／# （５）"
t
y＝（１－!y）Pt

y／Wt＋% （６）

と求めることができる。

この（５）式においては，前章で考察したように

「現役世代の一人あたり医療費 Pt
y／一人あたり

所得Wt」は概ね安定的であると予測できるの

で，リスク調整プレミアム%が一定であるなら
ば，図表７から人口減少によって高齢化率!t

が上昇しても，現役世代の医療保険料"t
yは上

昇しないことになる。

しかし，人口減少によって高齢化率!tが上

昇すると，老齢世代の医療保険料"t
oは上昇し

てしまうので，このままでは老齢世代の医療保

険は崩壊の危機に直面してしまうことになる。

このため，これを防止する観点から，現役世代

とリスク調整を行いつつ，老齢世代の医療保険

料"t
oを将来の一定時点まで均すことが考えら

れる。

すなわち，国立社会保障・人口問題研究所に

世代間格差改善のための医療保険制度モデル私案とその可能性

－１６０－



医療保険料率�

βto（調整前）�

平均βo（調整前）�

βty（調整前）�

βty（調整後）�

平均βo（調整後）�

リスク調整プレミアム（τ）� βto（調整後）�

よると，日本の将来推計人口は，①低位推計，

②中位推計，③高位推計の各ケースによって一

定の誤差はあるものの，長期的には，各ケース

とも，高齢化率!tは概ね一定値に安定化する

ことが推計されている（図表６参照）。このた

め，高齢化率!tの上昇による老齢世代の医療

保険料"t
oを６５歳以上人口%t（２００６年を１に基

準化したもの）等で加重平均した「平均"o」が，

現役世代の医療保険料"t
yの一定倍(（０＜(＜１）

となるよう，あらかじめリスク調整プレミアム)を設定しておくのである５）（図表８参照）。す
なわち，

平均"o＝("t
y

（ただし，平均"o＝

! T
i＝０
%

t＋i
"

t＋i
o／（１＋*）i! T

i＝０
%

t＋i／（１＋*）i ）

（７）

が成り立つので，これを)について解くと，リ
スク調整プレミアムは，)＝（１－!y）×&／$・１－#!y

１－!y・

! T
i＝０
%

t＋i（Pt＋i
y／Wt＋i）／（１＋*）i! T

i＝０
%

t＋i／（１＋*）i
－(P t

y／Wt(＋（! T
i＝０（%t＋i／!t＋i）／（１＋*）i! T

i＝０
%

t＋i／（１＋*）i
－１）／$

（８）

となる。

このとき，老齢世代においては，この「平均"o」の保険料で徴収を行い，!o（＝#!y）の自

己負担率で医療給付を行うと，将来の一定時点

からみた前半の時点 t では（５）式の"t
oと比較し

て，この保険料「平均"o」は高いことから，老

齢世代の医療保険勘定は黒字となる。他方，将

５）老齢世代の保険料を「平均"o」とすると，時点 t における世代間格差調整勘定への CF（キャッシュフロー）
は%t（平均"o－"t

o）Wtである。また，年平均の所得の伸びを'とし，t 時点の一人あたり所得を１に基準化する
と，（t＋i）時点の一人あたり所得は（１＋'）iと表現できる。このとき，将来の一定時点 T で「世代間格差
調整勘定」が損益ゼロとなる条件は，割引率を金利 r とすると，現在価値ベースで

! T
i＝０%t＋i（平均"o－"t＋i

o）
!
&#
$

１＋'
１＋r

"
&#
%

i

＝０となる。しかも，図表９でみるように，経験則的には「'＜r」の関係が成立するので，*＝r－'
として，

! T
i＝０%t＋i（平均"o－"t＋i

o）
!
&#
$

１
１＋*"&#%i

＝０と表現できる。

図表８ リスク調整プレミアム
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図表１０ 世代間格差調整勘定
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来の一定時点からみた後半の時点 t では，老齢

世代の医療保険勘定は赤字となる。したがって，

老齢世代の医療保険料!t
oを将来の一定時点ま

で均し，前半の時点 t における老齢世代の医療

保険勘定の黒字を，後半の赤字に備えて貯めて

おくための「世代間格差調整勘定」６）のような仕

組みを設ければ，老齢世代の医療保険勘定は長

期的にみて安定化できると考えられる。

しかも，この新モデルにおいては，（８）式のリ

スク調整と老齢世代の医療保険勘定にかかる

「世代間格差調整勘定」を導入することで，時

点 t が進展しても，現役世代の医療保険料!t
y

や老齢世代の医療保険料「平均!o」は安定化

できるとともに，両世代の自己負担比率も一定

とできることから，人口減少社会における医療

保険制度の世代間格差は現在の医療保険制度よ

りも改善することができるものと考えられる。

では，各世代において，上記の現行モデルと

新モデルにおいて，医療保険にかかる受益と負

担は，現役世代と老齢世代でどの程度異なるの

だろうか？

これを理論的に比較するには，世代会計の手

法を利用することが考えられる。このとき，t

年生まれの世代の「受益」B tは死亡するまで

の医療給付（現在価値）Bt＋iの総額である一

方，「負担」C tは死亡するまでの医療保険料（現

在価値）Ct＋iの総額と定義できる。ここで，割引

率を金利 rtとすると，各世代の受益と負担は，

受益＝現役期間の医療給付＋老齢期間の医療

給付

B t≡
! N

y
＋N

o

i＝１ Bt＋i

＝（１－!y）
! N

y

i＝１P
y
t＋i／（１＋ri）

i＋（１－!o）! N
y
＋N

o

i＝N
y
＋１P

o
t／（１＋ri）

i （９）

負担＝老齢期間の保険料負担＋現役期間の保

険料負担

C t≡
! N

y
＋N

o

i＝０ Ct＋i

＝
! N

y

i＝N０
!

t＋i
yWt／（１＋ri）

i／

＋
! N

y
＋N

o

i＝N
y
＋１
!

t
o"Wt／（１＋ri）

i （１０）

と表現できる。ただし，N０は就労開始の平均

年齢である。

したがって，（１）（２）式または（３）～（６）式を用いて，

この（９）式と（１０）式に（８）式を代入すると，上記２つ

のモデルにおいて，t 年生まれの世代の受益と

負担を求めることができる。

以上で新モデルの構築と実証分析を行うため

の準備が整ったので，Ⅳ．において，その実証

分析を行ってみよう。

６）この「世代間格差調整勘定」は，西村（１９９７）や鈴木（２０００）等の提示する「医療保険の積立方式化」の
考え方を参考にしている。しかし，本稿の新モデルは，単年度の「現役世代と老齢世代の医療保険勘定」の
ほか，この「世代間格差調整勘定」という将来時点の老齢世代の保険料率の上昇（（４）式参照）を均すための
調整勘定が加わっているのみの，いわゆる修正賦課方式であり，いわゆる西村（１９９７）や鈴木（２０００）等の
提示する「医療保険の積立方式化」とは，その定義上，異なっていることに留意が必要である。したがって，
医療保険制度を賦課方式から積立方式に移行する際，過去期間分の積立不足分が表面化し，移行時の現役世
代が自らの将来の医療保険の積立てに加え，そのときの老齢世代の医療保険分も負担する必要が生じること
を「２重の負担」と呼ぶが，本稿の新モデルはいわゆる「修正賦課方式」であることから，医療保険の積立
化で問題となる「２重の負担問題」は表面化しないことになる。

世代間格差改善のための医療保険制度モデル私案とその可能性
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Ⅳ．実証分析

まず，（９）式と（１０）式の推計の準備として，現行

モデルにおける現役世代の自己負担率!y，老

齢世代の自己負担率!oは，２００３年時点におい

て２４．１％，７．７４％と推計されることから，老齢

世代と現役世代の自己負担比率!は３２％である
と仮定する７）。また，老齢世代の現役世代に対

７）現在，現役世代および老齢世代の実質的な自己負担率は公表されていない。このため，本稿では，一定の
仮定の下，各々の自己負担率の推計を行っている。具体的には，２００３年度「国民医療費の概況」によると，２００３
年度の年齢階級別国民医療費において，国民医療費１００％に対し，６５歳以上の医療費は５０．４％，７５歳以上は
２７．１％となっている一方，６５歳以上の医療費に対する７５歳以上の医療費は「５３．８％」の割合となっている。
また，老人保健に加入している原則７５歳以上のうち一定以上所得者の自己負担率は２割，それ以外は１割で
あるが，２００３年度「老人医療事業年報」によると，２００３年度の老人医療費総額における自己負担の割合は
「８．９％」で，７５歳以上の者の構成比は約９７％となっている。
他方，現役世代の自己負担率は３割，老齢世代において国民健康保険に加入している６５歳以上７５歳未満の

自己負担率は３割であるが，高額医療に対して自己負担の軽減を行う高額医療費制度等が存在するため，実
質的な自己負担はこの３割よりも低く，現役世代の自己負担率，６５歳以上７５歳未満の自己負担率は，ともに
３割を下回っていると予測できる。
そして，「国保特別審査委員会における高額医療費に関する実態調査」（平成１１年７月，国民健康保険中央

会）によると，年齢階級別高額医療費患者数の構成割合は，６０歳未満（３７．３％），６０歳以上７０歳未満（３０．５％），７０
歳以上（３２．２％）となっていることから，２００３年の高齢比率１９％を用いて，各世代の人口に対する高額医療
費患者の割合を推計すると，現役世代：老齢世代＝（３７．３＋３０．５／２）／（１－０．１９）：（３０．５／２＋３２．２）／０．１９＝２０．６：
７９．４≒１：４となっている。このため，現役世代の自己負担率を３０・（１－X）％，６５歳以上７５歳未満の自己負
担率を３０・（１－４X）％とし，老齢世代においては，約５４％が８．９％の自己負担，約４６％が３０・（１－４X）％の
自己負担であると仮定すると，老齢世代の自己負担率は加重平均して〔８．９×０．５４＋３０（１－４X）×０．４６〕％と
表現できる。すると，２００３年度「国民医療費の概況」では，国民医療費に対する自己負担の割合は１５．７％で
あるので，"＝４．５として，これらを（１）式に代入して，X＝１９．７％，!y＝２４．１％，!o＝７．７４％を得ることがで
きる。なお，このとき!＝７．７４／２４．１＝３２％となっている。

図表１１ 所得再分配調査（２００２年度）

２００２年度 所得再分配調査（類型別所得再分配状況）

【世帯類型】
世帯人員数
当初所得
可処分所得
再分配所得

（人）
（万円）
（万円）
（万円）

一般世帯
３．１０
６０９．５
５６６．３
６２２．７

高齢者世帯
１．５６
９２．０
２７９．３
３９０．１

拠
出

拠出合計額
税金

社会保険料計
長期
短期
その他

１１２．１
５６．２
５５．９
３０．８
２１．４
３．７

３０．５
１７．９
１２．７
０．２
９．１
３．３

受
給

受給合計額
現金給付

（再掲）年金・恩給
現物給付

（再掲）医療
（再掲）介護

１２５．３
６８．９
６５．１
５６．４
４６．３
８．１

３２８．５
２１７．８
２１２．６
１１０．７
９８．７
１２．０
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する保険料比率'は４０％で，現役世代の「一人
あたり医療費／一人あたり所得」Pt

y／Wtは８％

であると仮定する８）。そして，図表９のデータ

において，)＝r（１０年国債の年平均利回り）

－&（一人あたり雇用者報酬の年平均伸び率）
を推計すると１．９２％となるので，この値を)と
して用いるとともに，図表７から%＝４．５と仮定
する。最後に，現役世代と老齢世代の所得に関

する代替率#であるが，２００４年度年金改正によ
って，年金月額（新規裁定者モデル）の直近現

役男子の平均標準月額に対する所得代替率は，

２００４年の５９．３％から徐々に引き下げて，２０２３年

以降は５０．２％を目標としていることから，#＝
５０．２％と仮定する。

以上の仮定の下，国立社会保障・人口問題研

究所の推計値（中位推計）である!tと$tを用

いて，①!y＝２５，３０，４０，５０％，６０％，７０％

および②'＝１０，２０，３０，４０，５０％，６０％，７０％，
８０％，９０％，１００％の各ケースにおいて，（３）～

（８）式に基づき，新モデルに関する現役世代の保

険料（"t
y），老齢世代の保険料（平均"o），リ

スク調整プレミアム（(）の推計を行うと，図
表１２の結果を得ることができる９）。

他方，図表１３は，①!y＝２５，５０％および②'
＝４０，８０％の各ケースにおいて，２００６年から２１００

年までの期間で，現行モデルに関する現役世代

の保険料（"t
y），老齢世代の保険料（"t

o）の推

計を行った結果である。この図表をみると，ど

のケースとも，高齢化率の上昇に伴い，各世代

の保険料は上昇していくものとなっていること

から，世代間の格差は拡大していくことが予想

される。

なお，新モデルと現行モデルにおける各世代

の保険料を比較してみると，たとえば，!y＝

２５％および'＝４０％のケースでは，新モデルの
保険料（図表１２）は，現行モデル（図表１３の〔１〕）

と比較して，２００６年で高い値（たとえば，現役

世代では約４％，老齢世代では約２％）となっ

ているものの，２０２５年以降では，新モデルの保

険料の方が低い値となっている。これは，新モ

デルにおいて「世代間格差調整勘定」を導入し

た効果といえよう。

次に，世代会計の手法を利用して，新モデル

と現行モデルにおける受益と負担の推計を行う

が，（９）（１０）式から，t 年生まれの世代の受益と負

担については，純受益 NBt≡B t－C t≡
!

i（Bt＋i

８）現在，老齢世代の現役世代に対する実質的な保険料比率'（公費負担を含む）は公表されていない。この
ため，本稿では，一定の仮定の下，この比率の推計を行っている。具体的には，２００３年度「国民医療の概況」
によると，２００２年度の財源別国民医療費において，国民医療費１００に対し，公費負担３３．２，保険料負担５１．９
となっている。他方，２００２年度「所得再分配調査」（図表１０参照）によると，老齢世代に相当する「高齢世
帯（６５歳の者のみで構成又はこれに１８歳未満の未婚の者が加わった世帯）」と現役世代に相当する「一般世
帯」において，高齢世帯と一般世帯の税金拠出は各々，１７．９万円，５６．２万円となっていることから，２００２年
の高齢化比率１８．５％を用いて，老齢世代と現役世代が負担している公費負担（対国民医療費）は各々，３３．２
×１７．９×０．１８５／〔１７．９×０．１８５＋５６．２×（１－０．１８５）〕＝２．２，３３．２×５６．２×（１－０．１８５）／〔１７．９×０．１８５＋５６．２×（１
－０．１８５）〕＝３１．０であると仮定する。同様に，高齢世帯と一般世帯の社会保険料（短期）は各々，９．１万円，２１．４
万円であることから，老齢世代と現役世代が負担している保険料（対国民医療費）は各々，４．６，４７．３であ
ると仮定する。すると，２００２年度において，国民医療費１００に対し，現役世代の保険料（公費負担を含む）
は（３１．０＋４７．３），老齢世代の保険料（公費負担を含む）は（２．２＋４．６）となる。このとき，現役世代と老
齢世代の保険料比率'は，公費負担を含め，（２．２＋４．６）／０．１８５÷（３１．０＋４７．３）／（１－０．１８５）＝３８．３％と推計
している。なお，２００２年度「所得再分配調査」によると，一般世帯の当初所得６０９．５万円に対し医療の受給
は４６．３万円となっていることから，現役世代の Pt

y／Wtは７．６％（＝４６．３／６０９．５）と推計している。このとき，
（２）式から，たとえば，２００２年では，%＝４．２，#＝６２．０％として，現役世代の医療保険料率"t

yは１１．３％，老齢
世代の保険料"t

oは４．３％と求めることができる。ちなみに，２００３年度時点において，サラリーマンの加入す
る健康保険法の医療保険料率（労使合計）（公費負担は除く）は８．２％となっている。

９）ただし，２００６年を基準として T＝２１００年には，老齢世代の医療保険勘定における世代間格差調整勘定がゼ
ロとなるように推計している。
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図表１２ 新モデルにおける現役世代と老齢世代の保険料率等（単位％）

現役世代の自己負担率（!y）

２５ ３０ ４０ ５０ ６０ ７０

"

１０

現役世代の保険料（!t
y） １８．９６ １８．１９ １６．６６ １５．１３ １３．６ １２．０７

老齢世代の保険料（平均!o） １．９ １．８２ １．６７ １．５１ １．３６ １．２１

リスク調整プレミアム（#） １２．９６ １２．５９ １１．８６ １１．１３ １０．４ ９．６７

２０

現役世代の保険料（!t
y） １８．５７ １７．８２ １６．３２ １４．８２ １３．３２ １１．８２

老齢世代の保険料（平均!o） ３．７１ ３．５６ ３．２６ ２．９６ ２．６６ ２．３６

リスク調整プレミアム（#） １２．５７ １２．２２ １１．５２ １０．８２ １０．１２ ９．４２

３０

役世代の保険料（!t
y） １８．２１ １７．４７ １６ １４．５３ １３．０６ １１．５９

老齢世代の保険料（平均!o） ５．４６ ５．２４ ４．８ ４．３６ ３．９２ ３．４８

リスク調整プレミアム（#） １２．２１ １１．８７ １１．２ １０．５３ ９．８６ ９．１９

４０

現役世代の保険料（!t
y） １７．８５ １７．１３ １５．６９ １４．２５ １２．８１ １１．３６

老齢世代の保険料（平均!o） ７．１４ ６．８５ ６．２８ ５．７ ５．１２ ４．５５

リスク調整プレミアム（#） １１．８５ １１．５３ １０．８９ １０．２５ ９．６１ ８．９６

５０

現役世代の保険料（!t
y） １７．５１ １６．８ １５．３９ １３．９７ １２．５６ １１．１５

老齢世代の保険料（平均!o） ８．７６ １１．２ ７．６９ ６．９９ ６．２８ ５．５７

リスク調整プレミアム（#） １１．５１ ８．４ １０．５９ ９．９７ ９．３６ ８．７５

６０

現役世代の保険料（!t
y） １７．１８ １６．４９ １５．１ １３．７１ １２．３３ １０．９４

老齢世代の保険料（平均!o） １０．３１ ９．８９ ９．０６ ８．２３ ７．４ ６．５６

リスク調整プレミアム（#） １１．８１ １０．８９ １０．３ ９．７１ ９．１３ ８．５４

７０

現役世代の保険料（!t
y） １６．８７ １６．１８ １４．８２ １３．４６ １２．１ １０．７４

老齢世代の保険料（平均!o） １１．８１ １１．３３ １０．３８ ９．４２ ８．４７ ７．５２

リスク調整プレミアム（#） １０．８７ １０．５８ １０．０２ ９．４６ ８．９ ８．３４

８０

現役世代の保険料（!t
y） １６．５６ １５．８９ １４．５６ １３．２２ １１．８８ １０．５４

老齢世代の保険料（平均!o） １３．２５ １２．７１ １１．６４ １０．５７ ９．５ ８．４３

リスク調整プレミアム（#） １０．５６ １０．２９ ９．７６ ９．２２ ８．６８ ８．１４

９０

現役世代の保険料（!t
y） １６．２７ １５．６１ １４．３ １２．９８ １１．６７ １０．３６

老齢世代の保険料（平均!o） １４．６４ １４．０５ １２．８７ １１．６８ １０．５ ９．３２

リスク調整プレミアム（#） １０．２７ １０．０１ ９．５ ８．９８ ８．４７ ７．９６

１００

現役世代の保険料（!t
y） １５．９８ １５．３４ １４．０５ １２．７６ １１．４７ １０．１８

老齢世代の保険料（平均!o） １５．９８ １５．３４ １４．０５ １２．７６ １１．４７ １０．１８

リスク調整プレミアム（#） ９．９８ ９．７４ ９．２５ ８．７６ ８．２７ ７．７８
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図表１３ 現行モデルにおける現役世代と老齢世代の保険料率等（単位％）

〔１〕!y＝２５％，"＝４０％のケース
年 高齢化率 現役世代の保険料（!t

y） 老齢世代の保険料（!t
o） 年 高齢化率 現役世代の保険料（!t

y） 老齢世代の保険料（!t
o）

２００６ ２０．５ １３．８ ５．５ ２０５４ ３６．０ ２２．２ ８．９
２００７ ２１．１ １４．１ ５．７ ２０５５ ３６．０ ２２．２ ８．９
２００８ ２１．７ １４．４ ５．８ ２０５６ ３５．９ ２２．１ ８．８
２００９ ２２．２ １４．６ ５．９ ２０５７ ３５．９ ２２．１ ８．８
２０１０ ２２．５ １４．８ ５．９ ２０５８ ３５．９ ２２．１ ８．８
２０１１ ２２．８ １４．９ ６．０ ２０５９ ３５．８ ２２．１ ８．８
２０１２ ２３．６ １５．３ ６．１ ２０６０ ３５．８ ２２．１ ８．８
２０１３ ２４．４ １５．７ ６．３ ２０６１ ３５．７ ２２．０ ８．８
２０１４ ２５．３ １６．２ ６．５ ２０６２ ３５．７ ２２．０ ８．８
２０１５ ２６．０ １６．５ ６．６ ２０６３ ３５．６ ２１．９ ８．８
２０１６ ２６．５ １６．８ ６．７ ２０６４ ３５．５ ２１．９ ８．７
２０１７ ２７．０ １７．０ ６．８ ２０６５ ３５．５ ２１．９ ８．７
２０１８ ２７．３ １７．２ ６．９ ２０６６ ３５．４ ２１．８ ８．７
２０１９ ２７．６ １７．３ ６．９ ２０６７ ３５．４ ２１．８ ８．７
２０２０ ２７．８ １７．４ ７．０ ２０６８ ３５．３ ２１．７ ８．７
２０２１ ２８．１ １７．６ ７．０ ２０６９ ３５．３ ２１．７ ８．７
２０２２ ２８．２ １７．７ ７．１ ２０７０ ３５．２ ２１．７ ８．７
２０２３ ２８．３ １７．７ ７．１ ２０７１ ３５．１ ２１．６ ８．６
２０２４ ２８．５ １７．８ ７．１ ２０７２ ３５．１ ２１．６ ８．６
２０２５ ２８．７ １７．９ ７．２ ２０７３ ３５．０ ２１．６ ８．６
２０２６ ２８．８ １８．０ ７．２ ２０７４ ３４．９ ２１．５ ８．６
２０２７ ２８．９ １８．０ ７．２ ２０７５ ３４．９ ２１．５ ８．６
２０２８ ２９．１ １８．１ ７．３ ２０７６ ３４．８ ２１．４ ８．６
２０２９ ２９．３ １８．２ ７．３ ２０７７ ３４．７ ２１．４ ８．５
２０３０ ２９．６ １８．４ ７．４ ２０７８ ３４．７ ２１．４ ８．５
２０３１ ２９．６ １８．４ ７．４ ２０７９ ３４．６ ２１．３ ８．５
２０３２ ２９．９ １８．６ ７．４ ２０８０ ３４．５ ２１．２ ８．５
２０３３ ３０．２ １８．７ ７．５ ２０８１ ３４．５ ２１．２ ８．５
２０３４ ３０．６ １９．０ ７．６ ２０８２ ３４．４ ２１．２ ８．５
２０３５ ３０．９ １９．１ ７．７ ２０８３ ３４．３ ２１．１ ８．５
２０３６ ３１．４ １９．４ ７．８ ２０８４ ３４．２ ２１．１ ８．４
２０３７ ３１．８ １９．６ ７．９ ２０８５ ３４．１ ２１．０ ８．４
２０３８ ３２．３ １９．９ ８．０ ２０８６ ３４．１ ２１．０ ８．４
２０３９ ３２．８ ２０．２ ８．１ ２０８７ ３４．０ ２０．９ ８．４
２０４０ ３３．２ ２０．５ ８．２ ２０８８ ３３．９ ２０．９ ８．４
２０４１ ３３．６ ２０．７ ８．３ ２０８９ ３３．８ ２０．８ ８．３
２０４２ ３３．９ ２０．９ ８．４ ２０９０ ３３．６ ２０．７ ８．３
２０４３ ３４．２ ２１．１ ８．４ ２０９１ ３３．５ ２０．６ ８．３
２０４４ ３４．４ ２１．２ ８．５ ２０９２ ３３．４ ２０．６ ８．２
２０４５ ３４．７ ２１．４ ８．５ ２０９３ ３３．３ ２０．５ ８．２
２０４６ ３４．９ ２１．５ ８．６ ２０９４ ３３．２ ２０．５ ８．２
２０４７ ３５．１ ２１．６ ８．６ ２０９５ ３３．１ ２０．４ ８．２
２０４８ ３５．３ ２１．７ ８．７ ２０９６ ３３．０ ２０．３ ８．１
２０４９ ３５．５ ２１．９ ８．７ ２０９７ ３２．９ ２０．３ ８．１
２０５０ ３５．７ ２２．０ ８．８ ２０９８ ３２．８ ２０．２ ８．１
２０５１ ３５．８ ２２．１ ８．８ ２０９９ ３２．７ ２０．２ ８．１
２０５２ ３５．９ ２２．１ ８．８ ２１００ ３２．５ ２０．１ ８．０
２０５３ ３５．９ ２２．１ ８．８
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〔２〕!y＝５０％，"＝４０％のケース
年 高齢化率 現役世代の保険料（!t

y） 老齢世代の保険料（!t
o） 年 高齢化率 現役世代の保険料（!t

y） 老齢世代の保険料（!t
o）

２００６ ２０．５ １１．２ ４．５ ２０５４ ３６．０ １８．８ ７．５
２００７ ２１．１ １１．４ ４．６ ２０５５ ３６．０ １８．８ ７．５
２００８ ２１．７ １１．７ ４．７ ２０５６ ３５．９ １８．８ ７．５
２００９ ２２．２ １１．９ ４．８ ２０５７ ３５．９ １８．８ ７．５
２０１０ ２２．５ １２．０ ４．８ ２０５８ ３５．９ １８．８ ７．５
２０１１ ２２．８ １２．２ ４．９ ２０５９ ３５．８ １８．７ ７．５
２０１２ ２３．６ １２．５ ５．０ ２０６０ ３５．８ １８．７ ７．５
２０１３ ２４．４ １２．９ ５．２ ２０６１ ３５．７ １８．７ ７．５
２０１４ ２５．３ １３．３ ５．３ ２０６２ ３５．７ １８．７ ７．５
２０１５ ２６．０ １３．６ ５．５ ２０６３ ３５．６ １８．６ ７．４
２０１６ ２６．５ １３．９ ５．５ ２０６４ ３５．５ １８．５ ７．４
２０１７ ２７．０ １４．１ ５．６ ２０６５ ３５．５ １８．５ ７．４
２０１８ ２７．３ １４．２ ５．７ ２０６６ ３５．４ １８．５ ７．４
２０１９ ２７．６ １４．４ ５．８ ２０６７ ３５．４ １８．５ ７．４
２０２０ ２７．８ １４．５ ５．８ ２０６８ ３５．３ １８．４ ７．４
２０２１ ２８．１ １４．６ ５．９ ２０６９ ３５．３ １８．４ ７．４
２０２２ ２８．２ １４．７ ５．９ ２０７０ ３５．２ １８．４ ７．３
２０２３ ２８．３ １４．７ ５．９ ２０７１ ３５．１ １８．３ ７．３
２０２４ ２８．５ １４．８ ５．９ ２０７２ ３５．１ １８．３ ７．３
２０２５ ２８．７ １４．９ ６．０ ２０７３ ３５．０ １８．３ ７．３
２０２６ ２８．８ １５．０ ６．０ ２０７４ ３４．９ １８．２ ７．３
２０２７ ２８．９ １５．０ ６．０ ２０７５ ３４．９ １８．２ ７．３
２０２８ ２９．１ １５．１ ６．０ ２０７６ ３４．８ １８．１ ７．３
２０２９ ２９．３ １５．２ ６．１ ２０７７ ３４．７ １８．１ ７．２
２０３０ ２９．６ １５．４ ６．１ ２０７８ ３４．７ １８．１ ７．２
２０３１ ２９．６ １５．４ ６．１ ２０７９ ３４．６ １８．０ ７．２
２０３２ ２９．９ １５．５ ６．２ ２０８０ ３４．５ １８．０ ７．２
２０３３ ３０．２ １５．７ ６．３ ２０８１ ３４．５ １８．０ ７．２
２０３４ ３０．６ １５．９ ６．４ ２０８２ ３４．４ １７．９ ７．２
２０３５ ３０．９ １６．０ ６．４ ２０８３ ３４．３ １７．９ ７．１
２０３６ ３１．４ １６．３ ６．５ ２０８４ ３４．２ １７．８ ７．１
２０３７ ３１．８ １６．５ ６．６ ２０８５ ３４．１ １７．７ ７．１
２０３８ ３２．３ １６．８ ６．７ ２０８６ ３４．１ １７．７ ７．１
２０３９ ３２．８ １７．０ ６．８ ２０８７ ３４．０ １７．７ ７．１
２０４０ ３３．２ １７．３ ６．９ ２０８８ ３３．９ １７．６ ７．１
２０４１ ３３．６ １７．５ ７．０ ２０８９ ３３．８ １７．６ ７．０
２０４２ ３３．９ １７．６ ７．１ ２０９０ ３３．６ １７．５ ７．０
２０４３ ３４．２ １７．８ ７．１ ２０９１ ３３．５ １７．４ ７．０
２０４４ ３４．４ １７．９ ７．２ ２０９２ ３３．４ １７．４ ６．９
２０４５ ３４．７ １８．１ ７．２ ２０９３ ３３．３ １７．３ ６．９
２０４６ ３４．９ １８．２ ７．３ ２０９４ ３３．２ １７．３ ６．９
２０４７ ３５．１ １８．３ ７．３ ２０９５ ３３．１ １７．２ ６．９
２０４８ ３５．３ １８．４ ７．４ ２０９６ ３３．０ １７．１ ６．９
２０４９ ３５．５ １８．５ ７．４ ２０９７ ３２．９ １７．１ ６．８
２０５０ ３５．７ １８．７ ７．５ ２０９８ ３２．８ １７．０ ６．８
２０５１ ３５．８ １８．７ ７．５ ２０９９ ３２．７ １７．０ ６．８
２０５２ ３５．９ １８．８ ７．５ ２１００ ３２．５ １６．９ ６．８
２０５３ ３５．９ １８．８ ７．５

世代間格差改善のための医療保険制度モデル私案とその可能性

－１６８－



〔３〕!y＝２５％，"＝８０％のケース
年 高齢化率 現役世代の保険料（!t

y） 老齢世代の保険料（!t
o） 年 高齢化率 現役世代の保険料（!t

y） 老齢世代の保険料（!t
o）

２００６ ２０．５ １３．２ １０．６ ２０５４ ３６．０ ２０．１％ １６．１％
２００７ ２１．１ １３．４ １０．８ ２０５５ ３６．０ ２０．１％ １６．１％
２００８ ２１．７ １３．７ １０．９ ２０５６ ３５．９ ２０．１％ １６．１％
２００９ ２２．２ １３．９ １１．１ ２０５７ ３５．９ ２０．１％ １６．１％
２０１０ ２２．５ １４．０ １１．２ ２０５８ ３５．９ ２０．１％ １６．１％
２０１１ ２２．８ １４．１ １１．３ ２０５９ ３５．８ ２０．０％ １６．０％
２０１２ ２３．６ １４．５ １１．６ ２０６０ ３５．８ ２０．０％ １６．０％
２０１３ ２４．４ １４．８ １１．８ ２０６１ ３５．７ ２０．０％ １６．０％
２０１４ ２５．３ １５．２ １２．１ ２０６２ ３５．７ ２０．０％ １６．０％
２０１５ ２６．０ １５．５ １２．４ ２０６３ ３５．６ １９．９％ １５．９％
２０１６ ２６．５ １５．７ １２．６ ２０６４ ３５．５ １９．９％ １５．９％
２０１７ ２７．０ １５．９ １２．７ ２０６５ ３５．５ １９．９％ １５．９％
２０１８ ２７．３ １６．１ １２．８ ２０６６ ３５．４ １９．８％ １５．９％
２０１９ ２７．６ １６．２ １２．９ ２０６７ ３５．４ １９．８％ １５．９％
２０２０ ２７．８ １６．３ １３．０ ２０６８ ３５．３ １９．８％ １５．８％
２０２１ ２８．１ １６．４ １３．１ ２０６９ ３５．３ １９．８％ １５．８％
２０２２ ２８．２ １６．５ １３．２ ２０７０ ３５．２ １９．７％ １５．８％
２０２３ ２８．３ １６．５ １３．２ ２０７１ ３５．１ １９．７％ １５．８％
２０２４ ２８．５ １６．６ １３．３ ２０７２ ３５．１ １９．７ １５．８
２０２５ ２８．７ １６．７ １３．３ ２０７３ ３５．０ １９．６ １５．７
２０２６ ２８．８ １６．７ １３．４ ２０７４ ３４．９ １９．６ １５．７
２０２７ ２８．９ １６．８ １３．４ ２０７５ ３４．９ １９．６ １５．７
２０２８ ２９．１ １６．９ １３．５ ２０７６ ３４．８ １９．５ １５．６
２０２９ ２９．３ １６．９ １３．６ ２０７７ ３４．７ １９．５ １５．６
２０３０ ２９．６ １７．１ １３．７ ２０７８ ３４．７ １９．５ １５．６
２０３１ ２９．６ １７．１ １３．７ ２０７９ ３４．６ １９．４ １５．６
２０３２ ２９．９ １７．２ １３．８ ２０８０ ３４．５ １９．４ １５．５
２０３３ ３０．２ １７．４ １３．９ ２０８１ ３４．５ １９．４ １５．５
２０３４ ３０．６ １７．５ １４．０ ２０８２ ３４．４ １９．３ １５．５
２０３５ ３０．９ １７．７ １４．１ ２０８３ ３４．３ １９．３ １５．４
２０３６ ３１．４ １７．９ １４．３ ２０８４ ３４．２ １９．２ １５．４
２０３７ ３１．８ １８．１ １４．５ ２０８５ ３４．１ １９．２ １５．４
２０３８ ３２．３ １８．３％ １４．７％ ２０８６ ３４．１ １９．２ １５．４
２０３９ ３２．８ １８．６％ １４．９％ ２０８７ ３４．０ １９．２ １５．３
２０４０ ３３．２ １８．８％ １５．０％ ２０８８ ３３．９ １９．１ １５．３
２０４１ ３３．６ １９．０％ １５．２％ ２０８９ ３３．８ １９．１ １５．２
２０４２ ３３．９ １９．１％ １５．３％ ２０９０ ３３．６ １９．０ １５．２
２０４３ ３４．２ １９．２％ １５．４％ ２０９１ ３３．５ １８．９ １５．１
２０４４ ３４．４ １９．３％ １５．５％ ２０９２ ３３．４ １８．９ １５．１
２０４５ ３４．７ １９．５％ １５．６％ ２０９３ ３３．３ １８．８ １５．１
２０４６ ３４．９ １９．６％ １５．７％ ２０９４ ３３．２ １８．８ １５．０
２０４７ ３５．１ １９．７％ １５．８％ ２０９５ ３３．１ １８．７ １５．０
２０４８ ３５．３ １９．８％ １５．８％ ２０９６ ３３．０ １８．７ １４．９
２０４９ ３５．５ １９．９％ １５．９％ ２０９７ ３２．９ １８．６ １４．９
２０５０ ３５．７ ２０．０％ １６．０％ ２０９８ ３２．８ １８．６ １４．９
２０５１ ３５．８ ２０．０％ １６．０％ ２０９９ ３２．７ １８．５ １４．８
２０５２ ３５．９ ２０．１％ １６．１％ ２１００ ３２．５ １８．４ １４．７
２０５３ ３５．９ ２０．１％ １６．１％
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〔４〕!y＝５０％，"＝８０％のケース
年 高齢化率 現役世代の保険料（!t

y） 老齢世代の保険料（!t
o） 年 高齢化率 現役世代の保険料（!t

y） 老齢世代の保険料（!t
o）

２００６ ２０．５ １０．７ ８．５ ２０５４ ３６．０ １７．１ １３．７
２００７ ２１．１ １０．９ ８．７ ２０５５ ３６．０ １７．１ １３．７
２００８ ２１．７ １１．１ ８．９ ２０５６ ３５．９ １７．０ １３．６
２００９ ２２．２ １１．３ ９．０ ２０５７ ３５．９ １７．０ １３．６
２０１０ ２２．５ １１．４ ９．１ ２０５８ ３５．９ １７．０ １３．６
２０１１ ２２．８ １１．５ ９．２ ２０５９ ３５．８ １７．０ １３．６
２０１２ ２３．６ １１．８ ９．５ ２０６０ ３５．８ １７．０ １３．６
２０１３ ２４．４ １２．２ ９．７ ２０６１ ３５．７ １７．０ １３．６
２０１４ ２５．３ １２．５ １０．０ ２０６２ ３５．７ １７．０ １３．６
２０１５ ２６．０ １２．８ １０．２ ２０６３ ３５．６ １６．９ １３．５
２０１６ ２６．５ １３．０ １０．４ ２０６４ ３５．５ １６．９ １３．５
２０１７ ２７．０ １３．２ １０．５ ２０６５ ３５．５ １６．９ １３．５
２０１８ ２７．３ １３．３ １０．６ ２０６６ ３５．４ １６．８ １３．５
２０１９ ２７．６ １３．４ １０．７ ２０６７ ３５．４ １６．８ １３．５
２０２０ ２７．８ １３．５ １０．８ ２０６８ ３５．３ １６．８ １３．４
２０２１ ２８．１ １３．６ １０．９ ２０６９ ３５．３ １６．８ １３．４
２０２２ ２８．２ １３．７ １０．９ ２０７０ ３５．２ １６．７ １３．４
２０２３ ２８．３ １３．７ １１．０ ２０７１ ３５．１ １６．７ １３．３
２０２４ ２８．５ １３．８ １１．０ ２０７２ ３５．１ １６．７ １３．３
２０２５ ２８．７ １３．９ １１．１ ２０７３ ３５．０ １６．６ １３．３
２０２６ ２８．８ １３．９ １１．１ ２０７４ ３４．９ １６．６ １３．３
２０２７ ２８．９ １４．０ １１．２ ２０７５ ３４．９ １６．６ １３．３
２０２８ ２９．１ １４．１ １１．２ ２０７６ ３４．８ １６．５ １３．２
２０２９ ２９．３ １４．１ １１．３ ２０７７ ３４．７ １６．５ １３．２
２０３０ ２９．６ １４．３ １１．４ ２０７８ ３４．７ １６．５ １３．２
２０３１ ２９．６ １４．３ １１．４ ２０７９ ３４．６ １６．４ １３．２
２０３２ ２９．９ １４．４ １１．５ ２０８０ ３４．５ １６．４ １３．１
２０３３ ３０．２ １４．５ １１．６ ２０８１ ３４．５ １６．４ １３．１
２０３４ ３０．６ １４．７ １１．７ ２０８２ ３４．４ １６．４ １３．１
２０３５ ３０．９ １４．８ １１．９ ２０８３ ３４．３ １６．３ １３．０
２０３６ ３１．４ １５．０ １２．０ ２０８４ ３４．２ １６．３ １３．０
２０３７ ３１．８ １５．２ １２．２ ２０８５ ３４．１ １６．２ １３．０
２０３８ ３２．３ １５．４ １２．３ ２０８６ ３４．１ １６．２ １３．０
２０３９ ３２．８ １５．６ １２．５ ２０８７ ３４．０ １６．２ １２．９
２０４０ ３３．２ １５．８ １２．７ ２０８８ ３３．９ １６．１ １２．９
２０４１ ３３．６ １６．０ １２．８ ２０８９ ３３．８ １６．１ １２．９
２０４２ ３３．９ １６．１ １２．９ ２０９０ ３３．６ １６．０ １２．８
２０４３ ３４．２ １６．３ １３．０ ２０９１ ３３．５ １６．０ １２．８
２０４４ ３４．４ １６．４ １３．１ ２０９２ ３３．４ １５．９ １２．７
２０４５ ３４．７ １６．５ １３．２ ２０９３ ３３．３ １５．９ １２．７
２０４６ ３４．９ １６．６ １３．３ ２０９４ ３３．２ １５．８ １２．７
２０４７ ３５．１ １６．７ １３．３ ２０９５ ３３．１ １５．８ １２．６
２０４８ ３５．３ １６．８ １３．４ ２０９６ ３３．０ １５．７ １２．６
２０４９ ３５．５ １６．９ １３．５ ２０９７ ３２．９ １５．７ １２．５
２０５０ ３５．７ １７．０ １３．６ ２０９８ ３２．８ １５．６ １２．５
２０５１ ３５．８ １７．０ １３．６ ２０９９ ３２．７ １５．６ １２．５
２０５２ ３５．９ １７．０ １３．６ ２１００ ３２．５ １５．５ １２．４
２０５３ ３５．９ １７．０ １３．６
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－Ct＋i）の現在価値 pv（NBt）によって比較を

行うものとする。そして，このとき，議論を簡

略化する観点から，割引率（rt）を一定値であ

る１０年国債の年平均利回り（r）とし，現役世代の

一人あたり所得（Wt）の伸び率を一定値%とす
ると，上記の仮定から，現役世代の一人あたり

医療費／一人あたり所得（Ω≡Pt
y／Wt）は８％

であって，'≡r－%は１．９２％であることから，t

年生まれ世代の純受益 NBt≡
!

i（Bt＋i－Ct＋i）

の現在価値 pv（NBt）は，２００６年を基準として，

pv（NBt）≡
!

i（Bt＋i－Ct＋i）／（１＋r）t－２００６

＝W２００６［! No
i＝１

（１－!y）"
（１＋'）i

＋
! N

y

i＝N０＋１

（１－!y）"－!t＋i
y

（１＋'）i

－
! N

y
＋N

o

i＝N
y
＋１

（１－!o）$"－#!t＋i
o

（１＋'）i ］
／（１＋'）t－２００６ （１１）

と表現できる。ただし，!t
o＝&!t

yかつ!o＝"!y

である。なお，一般性を失うことなくして，

W２００６＝１とできる。

この（１１）式を用いて，図表１２と図表１３の各

ケースのうち，①!y＝２５，５０％および②&＝
４０，８０％のケースについて，各世代の pv（NBt）

の推計を行ってみると，図表１４と図表１５の結果

を得ることができる１０）。

なお，「改善度」とは，各世代の pv（NBt）の

推計値に対し，現行モデルの図表１３の〔１〕の

ケースにおける各世代の pv（NBt）の推計値を

差し引きしたものである。この指標によって，

各世代の pv（NBt）は，どの程度改善している

かを大雑把なかたちであるが，定量的に把握す

ることができると考えられる。

さて，図表１４と図表１５を用いて，現行モデル

と新モデルの比較に関する考察を行ってみよう。

まず，図表１４と図表１５の「改善度」によって

大雑把に比較してみると，図表１５においては，!yまたは&を引上げても，各ケースの「改善
度」は概ね横這いで，プラスとなってもゼロ近

傍を少し上回る程度であることから，どのケー

スも世代間格差の改善はそれ程みられていない。

しかし，図表１４においては，各ケースの「改善

度」は概ね右肩上がりであることから，どのケ

ースも世代間格差は改善する方向となっている。

次に，各ケースのうち主要なものについて考

察してみると，図表１４の〔１〕のケースと図表

１５の〔１〕のケースでは，図表１４の〔１〕の「改

善度」は右肩上がりの傾向にあり，概ね１９８５年

生まれを境にしてプラスとなっていることから，

世代間格差は改善している。このため，世代間

格差の改善という観点から，図表１４の〔１〕の

ケースと図表１５の〔１〕のケースを比較すると，

図表１４の〔１〕の方が優れているといえよう。

また，図表１４の〔２〕のケースと図表１５の〔２〕

のケースを比較してみると，図表１５の〔２〕の

「改善度」は，ゼロ近傍で若干のプラス・マイ

ナスとなっていることから，世代間格差の改善

はそれ程みられていない。しかし，図表１４の〔２〕

の「改善度」は右肩上がりの傾向にあり，概ね

１９７０年生まれを境として，プラスとなっている

ことから，世代間格差は大幅に改善している。

このため，図表１４の〔２〕のケースと図表１５の

〔２〕のケースでは，図表１４の〔２〕の方が優れ

ているといえよう。同様にして，i＝３，４と

して，図表１４の〔i〕のケースと図表１５の〔i〕

のケースを比較すると，図表１４の〔i〕の方が

優れていることが分かる。

なお，図表１５の〔４〕の「改善度」も，程度

の差はあるが，ゼロ近傍で若干のプラス・マイ

ナスとなっていることから，現行モデルにおい

１０）本稿では，N０＝２０歳，N y＝６５歳，N y＋N o＝８０歳として推計している。また，t＝２００６年以前の現役世代の
保険料率!

t
yと老齢世代の保険料率!t

oについては，１９９７年の自己負担率引上げ（１割→２割），２００３年の自己
負担率引上げ（２割→３割）につき，現行モデルの図表１２〔１〕のケースを基本として引き戻すかたちで推
計を行い，その推計値を（９）式の推計に利用している。
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図表１４ 新モデルにおける各世代の純受益 pv
（NBt）等

〔１〕!y＝２５％，!＝４０％のケース

〔２〕!y＝５０％，!＝４０％のケース

〔３〕!y＝２５％，!＝８０％のケース

〔４〕!y＝５０％，!＝８０％のケース

図表１５ 現行モデルにおける各世代の純受益 pv
（NBt）等

〔１〕!y＝２５％，!＝４０％のケース

〔４〕!y＝５０％，!＝８０％のケース

〔３〕!y＝２５％，!＝８０％のケース

〔２〕!y＝５０％，!＝４０％のケース
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て，!yまたは"を引上げても，世代間格差に
改善はみられないことには特に留意しておく必

要がある。他方，新モデルにおいては，!yま

たは"を引上げれば，その分だけ，世代間格差
は改善するものの，図表１４の〔２〕と〔３〕のケ

ースを比較すると，図表１４の〔２〕の「改善度」

の方が高いことから，!yを引上げるケースの

方が，世代間格差の改善効果が大きいことが推

察される。

以上から，現行モデルと新モデルについて，

世代間格差の改善を行う観点で比較を行うと，

現役世代の自己負担率!y等を引上げても，現

行モデルの「改善度」は小さいものの，新モデ

ルの「改善度」は大きいと評価できること等か

ら，新モデルの方が優れていると考えられる。

Ⅴ．結論と今後の課題

まず，結論であるが，本稿では，国民医療費

の特徴を整理した上で，現行医療保険制度を単

純化して構築した「現行モデル」と，世代間格

差を改善する観点から構築した「新モデル」の

比較等の実証分析を行った。その結果，世代間

格差の改善を図る観点では，主として以下３点

の理由から，「新モデル」の方が優れていると

の結論を得ることができたと考える。

第１に，現行モデルにおいては，現役世代の

自己負担率（!y）等を引上げても，現行モデ

ルの「改善度」は横這いで，その効果は小さい

ため，期待する程には世代間格差の改善はみら

れないこと。

第２に，新モデルにおいては，現役世代の自

己負担率（!y）等を引上げる１１）と，新モデルの

「改善度」は右肩上がりであることから，世代

間格差改善の効果は大きいこと。

第３に，新モデルにおいては，現行モデルと

異なり，高齢化率が上昇しても，現役世代と老

齢世代の保険料率と自己負担率を安定化するこ

とができる一方で，西村（１９９７）や鈴木（２０００）

等とは異なるモデルの定式化，すなわち「修正

賦課方式」であることから，医療保険の積立化

で問題となる「２重の負担問題」は表面化しな

いこと。

なお，新モデルにおいては，現役世代と老齢

世代の保険料負担比率"の引上げよりも，現役
世代の自己負担率（!y）や老齢世代の自己負

担比率（!o＝!!y）の引上げの方が，世代間

格差改善の効果は大きいことも重要な示唆であ

る。

ただし，この「新モデル」に対しては，主と

して以下３点の留意事項が考えられるので，

各々に関する考え方を提示しておきたい。

第１は，モデル自身やその外生変数の推計の

精度に関する留意事項である。本稿では，医療

保険制度に関するデータ等の制約もあって，で

きるだけ簡略化した形で，現行モデルと新モデ

ルを構築し，その実証分析を行っていることか

ら，モデル自身や外生変数の推計の精度は高く

ないと想定される。しかし，この点については，

実際に「新モデル」を採用する場合において，

モデル自身やその外生変数の精度を高めること

で対応可能であると考えられる。たとえば，国

民医療費の公費負担の扱い１２）や，Pt
y／Wtの推計，

現役世代と老齢世代の自己負担率の比率（!）
１１）本稿における各世代の自己負担率は「実質的な自己負担率」を意味しているので，その引上げは医療保険
制度の対象範囲の変更と解釈することもできる。

１２）本稿では，国民医療費の国庫負担分については，一定の仮定の下で，現役世代と老齢世代の保険料率に配
分している（脚注８参照）。
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の推計等である。

第２は，上記の留意事項とも関係するが，モ

デルの仮定における妥当性の検証に関する留意

事項である。たとえば，本稿では，図表７の⑩

等のデータから，長期的に，Pt
y／Wtが概ね安定

的であるとの仮定の下で議論を展開しているが，

その仮定の妥当性の検証も重要である。仮に Pt
y

／Wtが安定的でない場合には，たとえば，新モ

デルにおける各世代の保険料率について，数年

間隔毎（たとえば１０年毎）に再計算を行うこと

で対応することが考えられる。また，再計算を

行う場合の調整に関する対処ルールを確立して

おくことも重要であろう。なお，こうした問題

にも対応できるよう，新モデルの改良を行うこ

とも重要である１３）。

第３は，高齢化率等の予測に関する留意事項

である。本稿では，寿命（N y＋N o）の延び，

高齢世代と現役世代の一人あたり医療費の倍率

（"）や高齢化率（!）の将来推計は安定的であ
ることを前提として，新モデルを構築しその実

証分析を行っている。しかし，「予測」はあく

までも予測であることから，予測誤差や予測失

敗を伴う可能性がある。また，医療給付費対象

の見直しや診療報酬改定等によって，各世代の

自己負担率等が不安定化してしまう可能性も否

定できない。すなわち，新モデルは，様々な不

確実性を内在している。このため，新モデルも

不完全であるとの指摘を受ける可能性がある。

しかし，本稿の実証分析において，現行モデル

のまま，現役世代の自己負担率等を引上げても，

世代間格差の改善を図ることは難しい一方で，

新モデルの有効性は確認された。また，新モデ

ルが内在している様々な不確実性は，現行モデ

ルにおいても本質的に内在している問題であっ

て，完全なモデルを構築することは容易ではな

い。したがって，新モデルに一定の限界がある

としても，世代間格差の改善を図る観点からは，

本稿が提示する新モデルと同様，「世代間格差

調整勘定」を導入し，少しでもその改善を図る

ことは十分意義のあることと考えられよう。し

たがって，仮に予測誤差や予測失敗が発生した

場合には，第２の留意事項と同様，新モデルに

おける各世代の保険料率について，数年間隔毎

（たとえば１０年毎）に再計算を行うことで対応

することが考えられる。また，予測誤差や予測

失敗の発生に備え，あらかじめ，寿命の延び等

の変化に対して新モデルから推定される保険料

率等がどう変化するのか，その感応度分析を行

い，その調整に関する対処ルールを確立してお

くことも重要であろう。

次に，今後の課題であるが，主として以下の

３点が考えられる。

第１は，人口の切口に関する課題である。本

稿では，現役世代と老齢世代の一人あたり医療

費の特性を踏まえ，「現役人口（６５歳未満）と

老齢人口（６５歳以上）」という切口で，新モデ

ルを構築しその実証分析を行った。しかし，現

在，政府を中心として，労働力人口の厚みを拡

充する観点から，女性労働者の拡充等にかかる

各施策の検討がなされている。こうした状況の

下では，これら施策がどのようなインパクトを

もつのかにつき，「労働力人口と老齢人口」と

いう切口で，モデルを構築しその実証分析を行

うことも重要な課題であると考える。

第２は，最適化に関する課題である。本稿で

は，たとえば，図表１２のうちどのケースが最適

であるのか検討を行っていない。このため，新

モデルに関する一定の厚生基準等を構築して，

最適な自己負担率と保険料の検討を行うことも

重要な課題である。

第３は，応用に関する課題である。本稿では，

新モデルの構築において，医療保険制度を対象

に分析を行ったが，この「世代間格差調整勘定」

の仕組み等は年金制度や介護保険制度において

１３）たとえば，Pt
y／Wtが変動する場合は，Pt

y／Wtの変動が確率微分方程式を従うと仮定し，そのドリフト項と
ボラティリティ項を過去データから推計した上で，その確率測度によって，（８）式の期待値としてリスク調整
プレミアム（#）を求めることが考えられる。
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も，応用できる可能性があると考えられる。こ

のため，こうした分野におけるモデルの構築と

実証分析も重要な課題であると考えられる。

また，佐藤（２００５）等においては，医療制度

の質に関する視点から，保険者機能と管理競争

等の提言が行われているところ，こうした提言

も盛込めるよう，新モデルを改良し，その実証

分析を行うことも重要な課題であろう。

なお，最後に，本稿において，現行モデルの

まま，現役世代の自己負担率等を引上げても，

世代間格差の改善を図ることは難しい一方で，

世代間格差の改善に関する新モデルの有効性が

実証されたと考えられるが，本稿が，医療保険

制度における世代間格差の改善と，持続的な医

療保険制度の構築にあたって，微力ながら貢献

できることを期待したい。
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